
適性科目 2019（R1） 問題・正解と解説 

 
Ⅱ 次の 15 問題を解答せよ。（解答欄に 1 つだけマークすること。） 

 
Ⅱ－1 技術士法第 4 章に関する次の記述の,［   ］に入る語句の組合せとして，最も適切なものはどれか。 

 
（信用失墜行為の禁止） 
第 44 条 技術士又は技術士補は，技術士若しくは技術士補の信用を傷つけ，又は技術士及び技術士補全

体の不名誉となるような行為をしてはならない。 

 
（技術士等の秘密保持［ ア ］） 
第 45 条 技術士又は技術士補は，正当の理由がなく,その業務に関して知り得た秘密を漏らし，又は盗用

してはならない。技術士又は技術士補でなくなった後においても，同様とする。 

 
（技術士等の［ イ ］確保の［ ウ ］） 
第 45 条の 2  技術士又は技術士補は，その業務を行うに当たっては，公共の安全，環境の保全その他の

［ イ ］を害することのないよう努めなければならない。 

 
（技術士の名称表示の場合の［ ア ］） 
第 46 条 技術士は，その業務に関して技術士の名称を表示するときは，その登録を受けた［ エ ］を

明示してするものとし，登録を受けていない［ エ ］を表示してはならない。 

 
（技術士補の業務の［ オ ］等） 
第 47 条 技術士補は，第 2 条第 1 項に規定する業務について技術士を補助する場合を除くほか，技術士

補の名称を表示して当該業務を行ってはならない。 
2 前条の規定は，技術士補がその補助する技術士の業務に関してする技術士補の名称の表示について

［ カ ］する。 

 
（技術士の［ キ ］向上の［ ウ ］） 
第 47 条の 2 技術士は，常に，その業務に関して有する知識及び技能の水準を向上させ，その他その

［ キ ］の向上を図るよう努めなければならない。 

 
    ア      イ      ウ        エ        オ      カ      キ 
① 義務  公益  責務  技術部門  制限  準用  能力 
② 責務  安全  安全  専門部門  制約  適用  能力 
③ 義務  公益  責務  技術部門  制約  適用  資質 
④ 責務  安全  義務  専門部門  制約  準用  資質 
⑤ 義務  公益  責務  技術部門  制限  準用  資質 
 
正解は⑤ 
技術士法第 4 章記載のとおり 

 
  



Ⅱ－2 平成 26 年 3 月，文部科学省科学技術・学術審議会の技術士分科会は，「技術士に求められる資質能

力」について提示した。次の文章を読み，下記の問いに答えよ。 

 
 技術の高度化，統合化等に伴い，技術者に求められる資質能力はますます高度化，多様化している。 
これらの者が業務を履行するために，技術ごとの専門的な業務の性格・内容，業務上の立場は様々であ

るものの，（遅くとも） 35 歳程度の技術者が，技術士資格の取得を通じて，実務経験に基づく専門的学

識及び高等の専門的応用能力を有し，かつ，豊かな創造性を持って複合的な問題を明確にして解決でき

る技術者（技術士）として活躍することが期待される。 
 このたび，技術士に求められる資質能力（コンピテンシー）について，国際エンジニアリング連合

(IEA) の「専門職としての知識・能力」（プロフェッショナル・コンピテンシー， PC) を踏まえなが

ら，以下の通り，キーワードを挙げて示す。これらは，別の表現で言えば，技術士であれば最低限備え

るべき資質能力である。 
 技術士はこれらの資質能力をもとに，今後，業務履行上必要な知見を深め，技術を修得し資質向上を

図るように，十分な継続研さん(CPD) を行うことが求められる。 
次の（ア）～（キ）のうち，「技術士に求められる資質能力」で挙げられているキーワードに含まれるも

のの数はどれか。 

 
（ア）専門的学識 
（イ）問題解決 
（ウ）マネジメント 
（エ）評価 
（オ）コミュニケーション 
（力）リーダーシップ 
（キ）技術者倫理 

 
① 3   ② 4   ③ 5   ④ 6   ⑤ 7 

 
正解は⑤ 
 技術士に求められるコンピテンシーとして、「専門学的学識」、「問題解決」、「マネジメント」、「評

価」、「コミュニケーション」、「リーダーシップ」、「技術者倫理」の 7 つが挙げられている。 

 
（出典）技術士に求められる資質能力（コンピテンシー） 文部科学省 HP 

https://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/gijyutu/gijyutu7/attach/1413398.htm 
 

  



Ⅱ－3 製造物責任(PL) 法の目的は，その第 1 条に記載されており，「製造物の欠陥により人の生命，身体

又は財産に係る被害が生じた場合における製造業者等の損害賠償の責任について定めることにより，被害

者の保護を図り，もって国民生活の安定向上と国民経済の健全な発展に寄与する」とされている。次の

（ア） ～（ク）のうち，「PL 法上の損害賠償責任」に該当しないものの数はどれか。 

 
（ア）自動車輸入業者が輸入販売した高級スポーツカーにおいて，その製造工程で造り込まれたブレー

キの欠陥により，運転者及び歩行者が怪我をした場合。 
（イ）建設会社が造成した宅地において，その不適切な基礎工事により，建設された建物が損壊した場

合。 
（ウ）住宅メーカーが建築販売した住宅において，それに備え付けられていた電動シャッターの製造時

の欠陥により，住民が怪我をした場合。 
（エ）食品会社経営の大規模養鶏場から出荷された鶏卵において，それがサルモネラ菌におかされ，食中

毒が発生した場合。 
（オ）マンションの管理組合が発注したエレベータの保守点検において，その保守業者の作業ミスによ

り，住民が死亡した場合。 
（力）ロボット製造会社が製造販売した作業用ロボットにおいて，それに組み込まれたソフトウェアの欠

陥により暴走し，工場作業者が怪我をした場合。 
（キ）電力会社の電力系統において，その変動（周波数等）により，需要家である工場の設備が故障した

場合。 
（ク）大学ベンチャー企業が国内のある湾内で養殖し，出荷販売した鯛において，その養殖場で汚染した

菌により食中毒が発生した場合。 
 

① 8 ② 7 ③ 6 ④ 5 ⑤ 4 
 

正解は④ 
「PL 法としての損害賠償責任」に該当しないものは、（イ）、（エ）、（オ）、（キ）（ク）の 5 つである。 
PL 法では、製造物を「製造又は加工された動産」と定義している。人為的な操作や処理が加えられ、

引き渡された動産を対象としているため、不動産、電気、ソフトウェア、未加工農林畜水産物など

は、この法律の対象にはならない。 
 
（ア）：〇 該当する。 
（イ）：× 不動産は PL 法の対象ではない。 
（ウ）：〇 該当する。 
（エ）：× 未加工農林畜水産物は PL 法の対象ではない。 
（オ）：× 保守点検は PL 法の対象ではない。  
（カ）：〇 ソフトウェアは PL 法の対象ではないが、ソフトウェアが組み込まれたロボットは製造物にあ

たるため PL 法に該当する。 
（キ）：× 電気は PL 法の対象ではない。 
（ク）：× 未加工農林畜水産物は PL 法の対象ではない。 

 
（参考資料） 
製造物責任(PL) 法 逐条解説  

https://www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_safety/other/product_liability_act_annotations/ 
製造物責任法の概要 Q&A 

https://www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_safety/other/pl_qa.html 
 
  



Ⅱ－4 個人情報保護法は，高度情報通信社会の進展に伴い個人情報の利用が著しく拡大していることに鑑

み，個人情報の適正な取扱に関し，基本理念及び政府による基本方針の作成その他の個人情報の保護に

関する施策の基本となる事項を定め，国及び地方公共団体の責務等を明らかにするとともに，個人情報

を取扱う事業者の遵守すべき義務等を定めることにより，個人情報の適正かつ効果的な活用が新たな産

業の創出並びに活力ある経済社会及び豊かな国民生活の実現に資するものであることその他の個人情報

の有用性に配慮しつつ，個人の権利利益を保護することを目的としている。 
 法では，個人情報の定義の明確化として，①指紋データや顔認識データのような，個人の身体の一部

の特徴を電子計算機の用に供するために変換した文字，番号，記号その他の符号，②旅券番号や運転免

許証番号のような，個人に割り当てられた文字，番号，記号その他の符号が「個人識別符号」として，

「個人情報」に位置付けられる。 

 
次に示す（ア） ～ （キ）のうち，個人識別符号に含まれないものの数はどれか。 

 
（ア）DNA を構成する塩基の配列 
（イ）顔の骨格及び皮膚の色並びに目，鼻，口その他の顔の部位の位置及び形状によって定まる容貌 
（ウ）虹彩の表面の起伏により形成される線状の模様 
（エ）発声の際の声帯の振動，声門の開閉並びに声道の形状及びその変化 
（オ）歩行の際の姿勢及び両腕の動作，歩幅その他の歩行の態様 
（力）手のひら又は手の甲若しくは指の皮下の静脈の分岐及び端点によって定まるその静脈の形状 
（キ）指紋又は掌紋 

 
① 0   ② 1   ③ 2   ④ 3   ⑤ 4 

 
正解は① 
 全て含まれる。個人識別符号は法第 2 条及び政令第 1 条で定められており、（ア）～（キ）の他に、旅

券の番号、年金基礎番号、免許証の番号、住民コード等も含まれる。 

 
（出典）個人情報の保護に関する法律についてのガイドライン（通則編） 個人情報保護委員会 

https://www.ppc.go.jp/files/pdf/220908_guidelines01.pdf 
 
  



Ⅱ－5 産業財産権制度は，新しい技術，新しいデザイン，ネーミングなどについて独占権を与え，模倣防

止のために保護し，研究開発へのインセンティプを付与したり，取引上の信用を維持することによっ

て，産業の発展を図ることを目的にしている。これらの権利は，特許庁に出願し，登録することによっ

て，一定期間，独占的に実施（使用）することができる。 
 従来型の経営資源である人・物・金を活用して利益を確保する手法に加え，産業財産権を最大限に活

用して利益を確保する手法について熟知することは，今や経営者及び技術者にとって必須の事項といえ

る。 
 産業財産権の取得は，利益を確保するための手段であって目的ではなく，取得後どのように活用して

利益を確保するかを，研究開発時や出願時などのあらゆる節目で十分に考えておくことが重要である。

次の知的財産権のうち，「産業財産権」に含まれないものはどれか。 

 
① 特許権 
② 実用新案権 
③ 意匠権 
④ 商標権 
⑤ 育成者権 

 
正解は⑤ 
知的財産権のうち産業財産権は、特許権、実用新案権、意匠権及び商標権の 4 つである。 
 

（出典）産業財産権について 特許庁 HP 
https://www.jpo.go.jp/system/patent/gaiyo/seidogaiyo/chizai01.html 

 
  



Ⅱ－6 次の（ア）～（オ）の語句の説明について，最も適切な組合せはどれか。 
 
（ア）システム安全 

A) システム安全は，システムにおけるハードウェアのみに関する問題である。 
B) システム安全は，環境要因，物的要因及び人的要因の総合的対策によって達成される。 

（イ）機能安全 
A) 機能安全とは，安全のために，主として付加的に導入された電子機器を含んだ装置が，正しく

働くことによって実現される安全である。 
B) 機能安全とは，機械の目的のための制御システムの部分で実現する安全機能である。 

（ウ）機械の安全確保 
A) 機械の安全確保は，機械の製造等を行う者によって十分に行われることが原則である。 
B) 機械の製造等を行う者による保護方策で除去又は低減できなかった残留リスクヘの対応は，全て

使用者に委ねられている。 
（エ）安全工学 

A) 安全工学とは，製品が使用者に対する危害と，生産において作業者が受ける危害の両方に対し

て，人間の安全を確保したり，評価する技術である。 
B) 安全工学とは，原子力や航空分野に代表される大規模な事故や災害を問題視し，ヒューマンエラ

ーを主とした分野である 
（オ）レジリエンス工学 

A) レジリエンス工学は，事故の未然防止・再発防止のみに着目している。 
B) レジリエンス工学は，事故の未然防止・再発防止だけでなく，回復力を高めること等にも着目し

ている。 

 
    ア   イ   ウ   エ   オ 
①  B    A   A    A    B 
②  B    B   B    B    A  
③  A    A   A    B    A 
④  A    B   A    A    B 
⑤  B    A   A    B    A 

 
正解は① 

（ア）：「システム安全」はハードウェアのみに関する問題ではない。環境要因、物理要因及び人的要因の総

合的対策によって達成される。  
（イ）：「機能安全」は、日本規格協会のパンフレットにおいて「安全のために、主として付加的に導入され

た、コンピュータ等の電子機器を含んだ装置が、正しく働くことによって実現される安全」と説明

されている。 
（ウ）：残留リスクに対する対応は使用者だけに委ねられるものではない。機械メーカーも、機械危険情報

の提供等を行い対応する必要がある。 
（エ）：「安全工学」とは、機械等による事故や災害を起こりにくいようにする、安全性を追求・改善する工

学の一分野とされる。設問（B）の大規模な事故や災害に限定されるものではない。 
（オ）レジリエンス工学は、複雑な技術社会システムが環境変化や攪乱を受ける中で、それらを吸収し、シ

ステム機能を回復させるという考え方から誕生した。レジリエンス工学では、事故の未然防止・再発

防止だけでなく、回復力を高めることも着目している。 
 
（参考資料） 
・「機能安全をご存知ですか ⁉」中央労働災害防止協会 

https://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-11200000-Roudoukijunkyoku/0000117706.pdf 
 



・機能安全による機械等に係る安全確保に関する技術上の指針 厚生労働省 
https://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-11300000-oudoukijunkyokuanzeneiseibu/0000140170.pdf 
 
・機械ユーザーへの機械危険情報提供に関するガイドライン 

https://www.mhlw.go.jp/bunya/roudoukijun/anzeneisei14/dl/110506.pdf 
 
・古田他（2016）．レジリエンス工学の誕生と展望 システム/制御/情報,60(1),3-8 
https://www.jstage.jst.go.jp/article/isciesci/60/1/60_3/_pdf 
 
  



Ⅱ－7 我が国で 2017 年以降，多数顕在化した品質不正問題（検査データの書き換え，不適切な検査等）に

対する記述として，正しいものは〇, 誤っているものは×として，最も適切な組合せはどれか。 

 
（ア）企業不祥事や品質不正問題の原因は，それぞれの会社の業態や風土が関係するので，他の企業には，

参考にならない。 
（イ）発覚した品質不正問題は，単発的に起きたものである。 
（ウ）組織の風土には， トップのリーダーシップが強く関係する。 
（エ）企業は，すでに企業倫理に関するさまざまな取組を行っている。そのため，今回のような品質不正問

題は，個々の組織構成員の問題である。 
（オ）近年顕在化した品質不正問題は， 1 つの部門内に閉じたものだけでなく，部門ごとの責任の不明瞭

さや他部門への付度といった事例も複数見受けられた。 
 

 ア   イ   ウ   エ   オ 
① ×   〇   〇   ×   〇 
② ×   ×   ×   ×   × 
③ ×   〇   〇   〇   〇  
④ 〇   〇   〇   〇   〇  
⑤ ×   ×   〇   ×   〇 

 
正解は⑤ 

（ア）：× 品質不正行為には、検査未実施だがデータを捏造・流用するパターン、データ改ざんのパター

ン、取引先へ告知すべき事実を告示しなかったパターンなどが挙げられている。品質不正行為の要

因として、納期遅延を防ぎたい、会社や取引先へ迷惑をかけたくない等の現場意識に基づく不正行

為の習慣化が指摘されている。どの生産現場や建設現場でも発生しうるため、他の企業も参考にな

る。 
（イ）：× 発覚した品質不正問題は、単発的ではなく、継続的に行われてきたものも多い。 
（ウ）：〇 正しい。 
（エ）：× 品質不正問題は、個々の組織構成員の問題だけでなく、企業の体質や社内の監視体制、品質保

証部門の未整備等に起因しているものも多い。 
（オ）：〇 正しい。 

 
 
  



Ⅱ－8 平成 24 年 12 月 2 日，中央自動車道笹子トンネル天井板落下事故が発生した。このような事故を二

度と起こさないよう，国士交通省では，平成 25 年を「社会資本メンテナンス元年」と位置付け，取組

を進めている。平成 26 年 5 月には，国土交通省が管理・所管する道路・鉄道・河川・ダム・港湾等の

あらゆるインフラの維持管理・更新等を着実に推進するための中長期的な取組を明らかにする計画とし

て，「国土交通省インフラ長寿命化計画（行動計画）」を策定した。この計画の具体的な取組の方向性に

関する次の記述のうち，最も不適切なものはどれか。 

 
① 全点検対象施設において点検・診断を実施し，その結果に基づき，必要な対策を適切な時期に，着実

かつ効率的・効果的に実施するとともに，これらの取組を通じて得られた施設の状態や情報を記録

し，次の点検・診断に活用するという「メンテナンスサイクル」を構築する。 
② 将来にわたって持続可能なメンテナンスを実施するために，点検の頻度や内容等は全国一律とする。 
③ 点検・診断，修繕•更新等のメンテナンスサイクルの取組を通じて，順次，最新の劣化・損傷の状況

や，過去に蓄積されていない構造諸元等の情報収集を図る。 
④ メンテナンスサイクルの重要な構成要素である点検・診断については，点検等を支援するロボット等

による機械化，非破壊・微破壊での検査技術， ICT を活用した変状計測等新技術による高度化，効率

化に重点的に取組む。 
⑤ 点検・診断等の業務を実施する際に必要となる能力や技術を，国が施設分野・業務分野ごとに明確化

するとともに，関連する民間資格について評価し，当該資格を必要な能力や技術を有するものとして

認定する仕組みを構築する。 
 
正解は② 
  維持管理・更新等に必要な基準類の体系的整備に当たっては、安全の確保を最優先としつつ、各管理

者の予算や体制等の実態も踏まえ、地域の実情に応じた基準類を整備する。 
 
（参考資料） 

国土交通省インフラ長寿命化計画（行動計画） 国土交通省 HP 

https://www.mlit.go.jp/common/001051276.pdf 
 

  



Ⅱ－9 企業や組織は，保有する営業情報や技術情報を用いて，他社との差別化を図り，競争力を向上させ

ている。これら情報の中には秘密とすることでその価値を発揮するものも存在し，企業活動が複雑化す

る中，秘密情報の漏洩経路も多様化しており，情報漏洩を末然に防ぐための対策が企業に求められてい

る。情報漏洩対策に関する次の（ア） ～ （力）の記述について，不適切なものの数はどれか。 

 
（ア）社内規定等において，秘密情報の分類ごとに，アクセス権の設定に関するルールを明確にした上で，

当該ルールに基づき，適切にアクセス権の範囲を設定する。 
（イ）秘密情報を取扱う作業については，複数人での作業を避け，可能な限り単独作業で実施する。 
（ウ）社内の規定に基づいて，秘密情報が記録された媒体等（書類，書類を綴じたファイル，USB メモ

リ，電子メール等）に，自社の秘密情報であることが分かるように表示する。 
（エ）従業員同士で互いの業務態度が目に入ったり，背後から上司等の目につきやすくするような座席配置

としたり，秘密情報が記録された資料が保管された書棚等が従業員等からの死角とならないようにレ

イアウトを工夫する。 
（オ）電子データを暗号化したり，登録された ID でログインした PC からしか閲覧できないような設定に

しておくことで，外部に秘密情報が記録された電子データを無断でメールで送信しても，閲覧ができ

ないようにする。 
（力）自社内の秘密情報をペーパーレスにして，アクセス権を有しない者が秘密情報に接する機会を少なく

する。 

 
① 0    ② 1    ③ 2    ④ 3    ⑤ 4 

 
正解は② 

（イ）：× 秘密情報の漏洩の主な原因として、メールを誤って送ってしまう「誤操作」がある。誤操作を

防ぐ対策として、複数名でメール送信前に確認することが有効とされている。 
  また、工場の作業ライン等において、漏洩リスクを低減するために、一連の流れを複数人で分担

し、1 人の作業員が工程全体の情報を把握できないようアクセス権の範囲を設定することも有効と

されている。 
 
（参考資料）秘密情報の保護ハンドブック 経済産業省 HP 

https://www.meti.go.jp/policy/economy/chizai/chiteki/pdf/handbook/full.pdf 
 

 
  



Ⅱ－10 専門職としての技術者は，一般公衆が得ることのできない情報に接することができる。また技術者

は，一般公衆が理解できない高度で複雑な内容の情報を理解でき，それに基づいて一般公衆よりもより

多くのことを予見できる。このような特権的な立場に立っているがゆえに，技術者は適正に情報を発信

したり，情報を管理したりする重い責任があると言える。次の（ア）～（力）の記述のうち，技術者の

情報発信や情報管理のあり方として不適切なものの数はどれか。 
 
（ア）技術者 A は，飲み会の席で，現在たずさわっているプロジェクトの技術的な内容を，技術業とは無

関係の仕事をしている友人に話した。 
（イ）技術者 B は納入する機器の仕様に変更があったことを知っていたが，専門知識のない顧客に説明し

ても理解できないと考えたため，そのことは話題にせずに機器の説明を行った。 
（ウ）顧客は「詳しい話は聞くのが面倒だから説明はしなくていいよ」と言ったが，技術者C は納入する

製品のリスクや，それによってもたらされるかもしれない不利益などの情報を丁寧に説明した。 
（エ）重要な専有情報の漏洩は，所属企業に直接的ないし間接的な不利益をもたらし，社員や株主などの関

係者にもその影響が及ぶことが考えられるため，技術者 D は不要になった専有情報が保存されてい

る記憶媒体を速やかに自宅のゴミ箱に捨てた。 
（オ）研究の際に使用するデータに含まれる個人情報が漏洩した場合には，データ提供者のプライバシーが

侵害されると考えた技術者 E は，そのデータファイルに厳重にパスワードをかけ，記憶媒体に保存

して，利用するとき以外は施錠可能な場所に保管した。 
（カ）顧客から現在使用中の製品について問い合わせを受けた技術者 F は，それに答えるための十分なデ

ータを手元に持ち合わせていなかったが，顧客を待たせないよう，記憶に基づいて問い合わせに答え

た。 
 
① 2   ② 3   ③ 4   ④ 5   ⑤ 6 

 
正解は③ 
（ア）：× プロジェクトの技術的な内容を、許可なく外部で話してはいけない。 
（イ）：× 納入機器の仕様に変更があった場合は、顧客に理解してもらえるよう丁寧に説明する必要が

ある。 
（ウ）：〇 正しい。 
（エ）：× 重要な専有情報は社外への持ち出しを避ける必要がある。廃棄する場合は、シュレッダーに

かけて廃棄する等、適切に処分する必要がある。 
（オ）：〇 正しい。 
（カ）：×顧客からの製品について問い合わせがあった場合は、記憶ではなく、データに基づき正確な情

報を伝えなければならない。 

  



Ⅱ－11 事業者は事業場の安全衛生水準の向上を図っていくため，個々の事業場において危険性又は有害性

等の調査を実施し，その結果に基づいて労働者の危険又は健康障害を防止するための措置を講ずる必要

がある。危険性又は有害性等の調査及びその結果に基づく措置に関する指針について，次の（ア）～

（エ）の記述のうち，正しいものは〇, 誤っているものは×として，最も適切な組合せはどれか。 

 
（ア）事業者は，以下の時期に調査及びその結果に基づく措置を行うよう規定されている。 

(1) 建設物を設置し，移転し，変更し，又は解体するとき 
(2) 設備，原材料を新規に採用し，又は変更するとき 
(3) 作業方法又は作業手順を新規に採用し，又は変更するとき 
(4) その他，事業場におけるリスクに変化が生じ，又は生ずるおそれのあるとき 

（イ）過去に労働災害が発生した作業，危険な事象が発生した作業等，労働者の就業に係る危険性又は

有害性による負傷又は疾病の発生が合理的に予見可能であるものは全て調査対象であり，平坦な通

路における歩行等，明らかに軽微な負傷又は疾病しかもたらさないと予想されたものについても調

査等の対象から除外してはならない。 
（ウ）事業者は，各事業場における機械設備，作業等に応じてあらかじめ定めた危険性又は有害性の分

類に則して，各作業における危険性又は有害性を特定するに当たり，労働者の疲労等の危険性又は

有害性への付加的影響を考慮する。 
（エ）リスク評価の考え方として，「ALARP の原則」がある。ALARP は，合理的に実行可能なリスク

低減措置を講じてリスクを低減することで， リスク低減措置を講じることによって得られる効果

に比較して， リスク低減費用が著しく大きく，著しく合理性を欠く場合は，それ以上の低減対策

を講じなくてもよいという考え方である。 
 

    ア   イ   ウ   エ 
①  〇   ×   ×   〇 
②  〇   ×   〇   〇  
③  〇   〇   ×   × 
④  〇   〇   〇   × 
⑤  ×   ×   〇   〇 

 
正解は② 
  危険性又は有害性等の調査の実施対象について、平坦な通路における歩行や、明らかに軽微な負傷又

は疾病しかもたらさないと予想されるものについては、調査等の対象から除外して良い。 

 
（参考資料） 
危険性又は有害性等の調査等に関する指針 同解説 厚生労働省 HP 
https://www.mhlw.go.jp/topics/bukyoku/roudou/an-eihou/dl/ka060320001b.pdf 
 
労働安全衛生法の改正について 独立行政法人 茨城産業保健総合支援センター 

https://ibarakis.johas.go.jp/info_document/oh/toukatsu/toukatsu_1 
 
  



Ⅱ－12 男女雇用機会均等法及び育児・介護休業法やハラスメントに関する次の（ア） ～（オ）の記述に

ついて，正しいものは〇, 誤っているものは× として，最も適切な組合せはどれか。 

 
（ア）職場におけるセクシュアルハラスメントは，異性に対するものだけではなく，同性に対するもの

も該当する。 
（イ）職場のセクシュアルハラスメント対策は，事業主の努力目標である。 
（ウ）現在の法律では，産休の対象は，パート，雇用期間の定めのない正規職員に限られている。 
（エ）男女雇用機会均等法及び育児・介護休業法により，事業主は，事業主や妊娠等した労働者やその

他の労働者の個々の実情に応じた措置を講じることはできない。 
（オ）産前休業も産後休業も，必ず取得しなければならない休業である。 

 
      ア  イ  ウ  エ  オ 

① 〇  ×  ×  ×  × 
② ×  〇  ×  ×  〇  
③ 〇  ×  〇  〇  〇  
④ ×  ×  〇  ×  × 
⑤ 〇  〇  ×  〇  〇 

 
正解は① 
（ア）：〇 正しい 
（イ）：× セクシャルハラスメント対策は事業主の義務である。 
（ウ）：× 産休は、パートや正社員などの雇用形態を問わず取得することができる。 
（エ）：× 事業主は、事業主や妊娠等した労働者やその他の労働者の個々の実情に応じた措置を講じる

ことができる。 
（オ）：× 産前休暇は希望制である。産後休業は必ず取得しなければならない。 

 
（参考資料） 

「職場における・パワーハラスメント対策・セクシュアルハラスメント対策・妊娠・出産・育児休業等

に関するハラスメント対策は事業主の義務です！」厚生労働省 HP 
https://www.mhlw.go.jp/content/11900000/001019259.pdf 
 
育児・介護休業法について 厚生労働省 HP 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000130583.html 
 
 
  



Ⅱ－13 企業に策定が求められている Business Continuity Plan (BCP)に関する次の（ア） ～ （エ）の記

述のうち，誤っているものの数はどれか。 

 
（ア）BCP とは，企業が緊急事態に遭遇した場合において，事業資産の損害を最小限にとどめつつ，中核

となる事業の継続あるいは早期復旧を可能とするために，平常時に行うべき活動や緊急時における事

業継続のための方法，手段などを取り決めておく計画である。 
（イ）BCP の対象は，自然災害のみである。 
（ウ）わが国では，東日本大震災や相次ぐ自然災害を受け，現在では，大企業，中堅企業ともに，そのほぼ

100％が BCP を策定している。 
（エ）BCP の策定・運用により，緊急時の対応力は鍛えられるが，平常時にはメリットがない。 

 
① 0    ② 1    ③ 2    ④ 3    ⑤ 4 

 
正解は④ 
（ア）：〇 正しい。 
（イ）：× BCP の対象は自然災害に限定されない。感染症のまん延、テロ等の事件、大事故、サプライ

チェーン（供給網）の途絶、突発的な経営環境の変化等も対象となる。 
（ウ）：× 中小企業の BCP 策定状況は大企業 7 割、中堅企業 3 割強である。 
（エ）：× 平常時にもメリットがある。 

 例えば、事業継続マネジメント（BCM）の取り組みにより、緊急時にも製品・サービスなど

の供給が期待できるので取引先から評価され、新たな顧客の獲得や取引拡大につながり、投資

家からの信頼性が向上する。 

 
（参考資料） 

事業継続ガイドライン 内閣府 HP 
https://www.bousai.go.jp/kyoiku/kigyou/pdf/guideline03.pdf 
 
中小企業 BCP 策定運用指針 中小企業庁 HP 

https://www.chusho.meti.go.jp/bcp/contents/level_c/bcpgl_01_1.html 
 
「令和元年度企業の事業継続及び防災の取組に関する実態調査」 内閣府 HP 
https://www.bousai.go.jp/kyoiku/kigyou/topics/pdf/r2_gaiyou.pdf 
 

  



Ⅱ－14 組織の社会的責任(SR: Social Responsibility) の国際規格として， 2010 年 11 月， IS026000
「Guidanceon social responsibility」が発行された。また，それに続き，2012 年， ISO 規格の国内版

(TIS) として， JIS Z 26000:2012 （社会的責任に関する手引き）が制定された。そこには，「社会的責

任の原則」として 7 項目が示されている。その 7 つの原則に関する次の記述のうち，最も不適切なものは

どれか。 
 
① 組織は，自らが社会，経済及び環境に与える影響について説明責任を負うべきである。 
② 組織は，社会及び環境に影響を与える自らの決定及び活動に関して，透明であるべきである。 
③ 組織は，倫理的に行動すべきである。 
④ 組織は，法の支配の尊重という原則に従うと同時に，自国政府の意向も尊重すべきである。 
⑤ 組織は，人権を尊重し，その重要性及び普遍性の両方を認識すべきである。 

 
正解は④ 
 社会的責任に関する７つの原則として、「説明責任」「透明性」「倫理的な行動」「ステークホルダーの

利害の尊重」「法の支配の尊重」「国際行動規範の尊重」「人権の尊重」が挙げられている。 
組織は、自国政府の意向ではなく、国際行動規範を尊重すべきである。 

 
 
（参考資料）JIS Z 26000（社会的責任に関する手引き） 日本産業標準調査会 HP 
     https://www.jisc.go.jp/ 
 
  



Ⅱ－15 SDGs (Sustainable Development Goals :持続可能な開発目標）とは，国連持続可能な開発サミット

で採択された「誰一人取り残さない」持続可能で多様性と包摂性のある社会の実現のための目標であ

る。次の（ア） ～ （キ）の記述のうち， SDGs の説明として正しいものの数はどれか。 
 
（ア） SDGs は，開発途上国のための目標である。 
（イ） SDGs の特徴は，普遍性，包摂性，参画型，統合性，透明性である。 
（ウ） SDGs は，2030 年を年限としている。 
（エ） SDGs は，17 の国際目標が決められている。 
（オ） 日本における SDGs の取組は，大企業や業界団体に限られている。 
（力） SDGs では，気候変動対策等，環境問題に特化して取組が行われている。 
（キ） SDGs では，モニタリング指標を定め，定期的にフォローアップし，評価・公表することを求め

ている。 

 
① 0  ② l   ③ 2   ④ 3   ⑤ 4 

 
正解は⑤ 

（ア）：× SDGs は先進国も含め全ての国が取り組む行動目標である。開発途上国に限った目標ではな

い。 
（イ）：〇 正しい。 
（ウ）：〇 2030 年を年限としている。 
（エ）：〇 正しい。17 の国際目標（ゴール）の下に 169 のターゲット、231 の指標が定められている。 
（オ）：× SDGs の取り組みは大企業や業界団体に限られていない。 
（カ）：× SDGs は、社会・経済・環境の問題に総合的に取り組むものである。 
（キ）：〇 透明性を確保するため定期的にフォローアップ、評価・公表することを求めている。 

 
（参考資料） 

SDGs とは？ 外務省 HP 
https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/sdgs/about/index.html 
 
持続可能な開発目標（SDGs）達成に向けて日本が果たす役割 外務省 HP 

https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/sdgs/pdf/sdgs_gaiyou_202206.pdf 
 


